
医療機関で働くすべての人に適用されます！！

2020年6月1日から
職場におけるハラスメント防止対策が

強化されました！

パワーハラスメント防止措置が
事業主の義務となりました！

事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱いの禁止

※中小事業主は、2022年4月1日から義務化されています！
職場における『パワーハラスメント』とは、
職場において行われる
　　①優越的な関係を背景とした言動であって、
　　②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、
　　③労働者の就業環境が害されるものであり
　　①～③までの要素を全て満たすものをいいます。

※客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や
　指導については、該当しません。

医師の働き方改革に関する最新情報
や医療機関で取り組む勤務環境改善
の好事例などを紹介する広報誌を隔月
に発行しています。

講ずべき措置（義務）
◇事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
◇相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
◇職場におけるパワーハラスメントに関する事後の迅速
　かつ適切な対応
◇そのほか併せて講ずべき措置

愛知県医療勤務
環境改善支援センター

（受託：公益社団法人 愛知県医師会）

愛知県・愛知労働局 委託事業

〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄4丁目3-26 昭和ビル6階
TEL 052-212-5766　FAX 052-212-5767　E-mail  info@aichi-medsc.or.jp

年次有給休暇の
確実な取得が必要です！

使用者は、10日以上の年次有給休暇が付与される全ての労働
者に対し、毎年5日、時季を指定して有給休暇を与える必要が
あります。

労働時間の状況把握が義務
管理監督者を含める全ての労働者の労働時間の状況を、客観的
な方法その他適切な方法で把握するよう義務づけられています。

※1

⇒医師については応召義務等の特殊性を踏まえ、
  2024年度から適用されます。

時間外労働の上限規制が
導入されています！

※1 中小企業は、2020年4月1日～

時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則と
し、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時
間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設
定する必要があります。

※2

正規雇用労働者と
非正規雇用労働者の間の
不合理な待遇差が
禁止されています！

※2 中小企業は、2021年4月1日～

同一企業内において、正規雇用労働者と非正規雇用労働者
（パートタイム労働者、有期雇用労働者、派遣労働者）の間で、
基本給や賞与などの個々の待遇ごとに不合理な待遇差が禁
止されています。

お気軽にご相談ください！

医業経営アドバイザー（医業経営コンサルタント）／
医療労務管理アドバイザー（社会保険労務士等）
が対応します。
※相談の内容の秘密は厳守いたします。
　また、外部機関への通報など、指導、監督を目的としたもので
　はあリませんので、ご安心ください。

◆セミナー、院内研修への
　   講師派遣
◆電話・来所・個別訪問相談等
◆タスクシフト促進
◆労働時間短縮計画作成支援  等

ホームページには広報誌を始め、医療勤務環境改善に役立つ情報を
掲載しています。ぜひ、ご覧ください。

ホームページはこちら
右のQRコードを読み取ってください。
https://aichi-medsc.or.jp

広報誌
「いきサポ愛知」の
ご紹介

●宿日直許可申請を検討したい
●勤務間インターバルを導入したい
●勤務環境改善の成功事例を知りたい
●職員のキャリアアップを図り、
　　　　　　　　　働きがいのある職場にしたい
●コストの適正化、経営の効率化を図りたい
●自院で使える補助金・助成金はないだろうか　等

時間外労働の
削減

医師の
労働時間短縮計画

作成支援

マネジメント
システムの
導入支援

就業規則等の
リーガル
チェック

セクハラ等
院内研修講師

派遣

　質の高い医療提供体制を構築するためには、医師や看護師などの医療スタッ
フが健康で安心して働くことができる職場環境の整備が重要です。
　平成26年10月に施行された改正医療法に基づき、医療機関がPDCAサイクル
を活用して計画的に医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組みとして勤務
環境マネジメントシステムが創設され、愛知県では「医療勤務環境改善支援セン
ター」を設置し、こうした取り組みを行う医療機関を総合的に支援しています。

健 康 で 安 心して 働くこと が で きる 快 適 な 職 場 づくりを 支 援しま す

愛知県医療勤務
　環境改善支援センター

相談無料
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時 短 計 画 案 の 作 成
都 道 府 県 の 指 定 を 受 け よ う と す る 場 合 は 、 第 三 者 評 価 を
受 審 す る 前 ま で に 作 成

医 療 機 関 勤 務 環 境 評 価 セ ン タ ー に よ る
第 三 者 評 価 労 働 時 間 実 績 や 時 短 の 取 り 組 み 状 況 を 評 価

審 査 組 織 に よ る 医 療 機 関 の 個 別 審 査 特 定 の 高 度 な 技 能 の 教 育 研 修 環 境 を 審 査

臨 床 研 修 ・ 専 門 研 修 プ ロ グ ラ ム に お け る 時 間 外 労 働 時 間 数 の 明 示

都 道 府 県 に よ る
特 例 水 準 対 象 医 療 機 関 の 指 定
地 域 医 療 へ の 影 響 等 を 踏 ま え た 都 道 府 県 の 判 断

（ 医 療 機 関 か ら の 申 請 ）

※ 時 間 外 ・ 休 日 労 働 が 年 960
時 間 を 超 え て い る 医 師 が い る 医 療 機 関 は 、 時 短 計 画 を 作 成 し 取 り 組 む よ う 努 め 、

　 そ の 時 短 計 画 に 基 づ く 取 り 組 み( P D C A) に 対 し て 都 道 府 県 が 支 援

※ 第 三 者 評 価 に 関 す る 規 定 は 2 0 2 2 年 4 月 施 行

※ 都 道 府 県 の 指 定 に 関 す る 事 前 準 備 規 定 は 2 0 2 2 年 4 月 施 行

※ 審 査 組 織 に お け る 審 査 に 関 す る 規 定 は 2 0 2 2 年 4 月 施 行
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※ 一 医 療 機 関 は 一 つ 又 は 複 数 の 水 準 の 指 定
※ 特 例 水 準 は 、 指 定 の 対 象 と な っ た
　 業 務 に 従 事 す る 医 師 に 適 用 さ れ る
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時 問 外 ・ 休 日 労 働 が 年 960
時 間 以 下 の

医 師 の み の 医 療 機 関 は 都 道 府 県 の 指 定 不 要

検 索いきサポ
※ 「いきサポ」は、「いきいき働く医療機関サポートweb」の略称で、勤務環境改善に関する好事例や、労務管理チェックリストなどの

支援ツール、セミナー情報等、勤務環境改善に取り組む医療機関のみなさまの参考になる情報を集約・提供する厚生労働省が開設
するポータルサイトです。

医療勤務環境改善の意義

2024年4月以降、年960時間超の時間外・休日労働が可能となるのは、愛知県知事の指定を受けた医療機関で指定に係る業務に従事する医師（連携B·B·C 水準の適用医師）のみ。

連携B・B・C水準の指定申請には、医師労働時間短縮計画案を作成し、医療機関勤務環境評価センターの評価を受けることが必要です。

医師の時間外労働規制について ※2024年4月以降に時間外・休日労働が960時間を超える（1,860時間以内）医師が見込まれる医療機関は、2024年3月までに愛知県による特定労務管理対象機関の指定を受ける必要があります。

医療勤務環境改善支援センター（勤改センター）の活用について

特定労務管理対象機関指定の手続きスケジュール

C-2水準

連携B水準
B水準

C-1水準
C-2水準

特例水準の指定を
受けた医療機関

連携B水準 B水準

C-1水準 C-2水準
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医療機関勤務環境評価センターに
よる第三者評価
労働時間実績や時短の取り組み状況を評価

※第三者評価に関する規定は2022年4月施行

都道府県による
特例水準対象医療機関の指定

（医療機関からの申請）
地域医療への影響等を踏まえた都道府県の判断
※都道府県の指定に関する事前準備規定は2022年4月施行

C-1水準 臨床研修・専門研修プログラムにおける時間外労働時間数の明示

審査組織による医療機関の個別審査
特定の高度な技能の教育研修環境を審査
※審査組織における審査に関する規定は2022年4月施行

※一医療機関は一つ又は複数の水準の指定
※特例水準は、指定の対象となった
　業務に従事する医師に適用される

2022年度 2023年度 2024年度

時間外・休日労働が
年960時間以下の
医師のみの医療機関は
都道府県の指定不要

◆時短計画に基づく取り組み
◆特例水準適用者への
　追加的健康確保措置
◆定期的な時短計画の見直し、
　評価受審

check

1
時短計画案の作成
都道府県の指定を受けようとする場合は、第三者評価を
受審する前までに作成
※時間外・休日労働が年960時間を超えている医師がいる医療機関は、時短計画を作成し取り組むよう努め、
　その時短計画に基づく取り組み(PDCA) に対して都道府県が支援

「医療の質」
の
向上

人材の確保・定着
生産性の向上
スキルアップ

安全で質の高い
医療の提供

患者から
選ばれる施設へ

勤務環境改善に
向けた投資

患者満足度
の
向上

好循環好循環

「雇用の質」
の
向上

経営
の
安定化

1.医療従事者の働き方・
　休み方の改善
2.医療従事者の健康支援
3.働きやすい環境整備
4.働きがいの向上

「雇用の質」の向上とは？

　医療機関が、「医療の質の向上」や「経営の安定化」の観点か
ら、自らのミッションに基づき、ビジョンの実現に向けて、組織と
して発展していくことが重要です。
　そのためには、医療機関において、医療従事者が働きやすい
環境を整え、専門職の集団として働きがいを高めるよう、勤務環
境を改善させる取り組みが不可欠となります。
　勤務環境の改善によリ、医療従事者を惹きつけられる医療機
関となるだけでなく、「医療の質」が向上し、患者の満足度も向上
します。

医
療
機
関

勤務実態の
把握

「医師の勤務実態把握マ
ニュアル」 を御活用いた
だけます。（いきサポ※に
掲載）勤改センターでは
マニュアルに沿った集計
用エクセル表（関数設定
済）も提供。

現状把握の
方法がわからない！

副業・兼業先の
労働時間の
取扱は？

時短計画の
作成

「医師労働時間短縮計
画作成ガイドライン」を
参照ください。

（いきサポ※に掲載）
勤改センターで作成支
援も行いますので、ご
相談ください。

時短計画の
作成例はないの？

様式はどれ？

評価センターによる
評価の受審

受審の前に勤改センター
にご相談いただけます。

いつまでに受審
すればいいの？

不安だから受審前に
色々 相談したい…

時短計画に基づく
取組・追加的健康確保措置の

実施

「いきサポ※」掲載の資料を参照く
ださい。ご不明点は、勤改センター
へお問い合わせ下さい。

連続勤務時間制限や
勤務間インターバルって、
どう管理・運用すればいいの？

代償休息の考え方が
わからない

都道府県への
指定申請

都道府県への
指定申請

申請の手続き等につい
て、勤改センターを通じ
てご相談いただけます。

都道府県の指定申請に
準備するものは？

いつまでに
申請すればいいの？
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（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
  （休日労働含む）
・月100時間未満
  （休日労働含む）
年間6か月まで

年960時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

将来に向けて
縮減方向

年1,860時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

年1,860時間／月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む
⇒将来に向けて縮減方向

一般則 将来2024年4月～

月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置

診療従事勤務医に
2024年度以降
適用される水準

A

A

【
時
間
外
労
働
の
上
限
】

【
追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

（原則）
1か月45時間
1年360時間

※この（原則）については医師も同様。 ※連携Bの場合は、個々の医療機関における時間外・休日労働の上限は年960時間以下。

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的措置を講ずる。

C-1 ：臨床研修医・専攻医
が、研修プログラムに沿って
基礎的な技能や能力を修
得する際に適用
※本人がプログラムを選択
C-2: 医籍登録後の臨床従
事6年目以降の者が、高度
技能の育成が公益上必要
な分野について、指定された
医療機関で診療に従事する
際に適用
※本人の発意により計画を作
成し、医療機関が審査組織
に承認申請

［暫定特例水準の解消
　　（＝2035年度末を目標）後］

地
域
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療
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保
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連携B B C-1 C-2

C-1 C-2

年960時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

①24時間以内に
　9時間
②46時間以内に
　18時間
のいずれか

勤務間
インターバルの
確保

及び代償休息の
セット

（義務）

及び代償休息のセット
（努力義務）

①24時間以内に9時間
②46時間以内に18時間
のいずれか

勤務間インターバルの
確保

※実際に定める36協定の上限時
間数が一般則を超えない場合を
除く。

①24時間以内に9時間
②46時間以内に18時間
のいずれか

勤務間インターバルの確保

及び代償休息のセット（努力義務）

A
水
準

上記A水準の勤務間インターバル
及び代償休息のセット（義務）C

水
準

注）臨床研修医の勤務間インターバルは
①24時間以内に9時間
②48時間以内に24時間
のいずれかとなる。

※実際に定める36協定の上限時間数が一般則を
　超えない場合を除く。

①24時間以内に9時間
②46時間以内に18時間
のいずれか

勤務間インターバルの確保

及び代償休息のセット（義務）
注）臨床研修医については連続勤務時
間制限を強化・徹底する観点から、勤
務間インターバルは、
①24時間以内に9時間
②48時間以内に24時間
のいずれかとなる。

連携Bの活用を！

まずは、2024年4月までに
1,860時間以下へ！


